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　ＩＴＵ（国際電気通信連合）は、「電気通信の良好な運用に
より諸国民の間の平和的関係及び国際協力並びに経済的及
び社会的発展を円滑にする」ことを目的として設立された
世界最古の国際機関です。1932年に国際連合の専門機関
となり、情報通信分野における技術革新や市場の変化等に
対応し、世界的な標準化活動や無線周波数の国際的な調整
分配、開発途上国への技術的な支援など時宜に応じた取組
を積極的に展開してきております。
　今日の世界ではインターネットの様々な活用、クラウド
やソーシャルネットワークサービスの出現、増大する画像
情報など、情報通信技術（ICT）に支えられた利用方法が
次々に生まれてきています。他方、これらの需要に応じた
ブロードバンド網の普及や地上デジタル放送への全面的移
行をはじめ、情報通信・放送における社会インフラは一層
進化し続けています。
　２０１１年、東日本大震災では、安否確認や被災情報の伝
達などで、通信・放送などのICTがその威力を発揮しました。
我が国は、今こそ今回の震災から得た教訓や災害対策のた
めのICT、サービスの在り方などこうした情報を世界各国に
向けて更に発信強化していくべきものと思います。また、世
界的に話題となっている気候変動対策、セキュリティ、青少
年保護等にも ICTは不可欠となっており、環境や情報通信
分野での先進技術を保有している我が国の貢献が期待され
ています。
　日本ＩＴＵ協会は、１９７１年９月に設立され、２０１１年４月
には一般財団法人へ移行しました。情報通信分野における
我が国と世界の国々との調和・発展を図るべく、当協会の
賛助会員とＩＴＵやＡＰＴ（アジア・太平洋電気通信共同体）
の諸活動並びに我が国の政府の活動を有機的に結びつける
中で、ＩＴＵ等の主要会合に関する情報展開や日本代表団の
活動を支援してまいりました。今後ともＩＴＵの電気通信標準
化・無線通信・電気通信開発の各分野における活動支援は
もとより､関係する国際機関の技術協力、国際協力等の各種
活動に対しても積極的に支援してまいりたいと考えており
ます。
　日本政府や民間企業、学術団体等との連携を深めつつ、
賛助会員はじめ関係の方々の御協力をいただきながら、社
会的責任と激しく変化する情報通信分野の現状に柔軟に対
応し､我が国のプレゼンスの向上と賛助会員の発展への寄与
に向けて一層努力いたす所存でございます。 
　当協会の活動に対し、皆さまの一層の御理解と従来にも
増した御指導、御鞭撻の程よろしくお願い致します。

The International Telecommunication Union (ITU) is the world’ s oldest inter-
national organization and was founded with the aim of 'facilitating 
peaceful relations, international cooperation among peoples and economic 
and social development by means of efficient telecommunication services.’ 
It became one of the specialized agencies of the United Nations in 
1932 and has been keeping up with and supporting all the technological 
innovation and market changes in the information and communications 
field. It has actively undertaken efforts in international standardization, 
frequency allocation and technical assistance to developing countries in a 
timely manner.

In recent years, new types of applications supported by information 
communication technologies (ICT) have been realized, such as various 
ways of utilizing the Internet, cloud services, social networks, and also the 
ever-growing volumes of image data. At the same time, the social infra-
structure for information communication is evolving constantly, with 
examples being the expansion of broadband networks to cope with 
surging communications traffic as well as the shift to digital terrestrial 
broadcasting. 

At the time of the Great East Japan Earthquake in 2011, ICT including 
those utilizing telecommunications and broadcasting were critical in 
enabling people to ascertain the whereabouts of those in the stricken 
areas and whether they were safe, and also for disseminating disaster-
related information. I believe that it is our duty to inform the world about 
the lessons we have learned from this disaster, the effective ICT applicable 
in time of disaster and how communications services should be provided 
in such situations. ICT is also an indispensable means of coping with 
matters that have become global concerns such as global warming, 
cyber-security and juvenile protection. Contributions in these areas by 
Japan, which has advanced technologies in the fields of environmental 
engineering and ICT, are keenly anticipated.

The ITU Association of Japan was established in September 1971 and 
through its activities it operates like a bridge between its supporting 
members and the activities of the ITU, the APT (Asia-Pacific Telecommu-
nity) and the Japanese government. The ITUAJ has been supporting the 
work of relevant Japanese organizations in the major ITU meetings 
and the dissemination of information thereof. I think that we must not 
only positively continue our fundamental role of supporting the activi-
ties of the ITU's Radiocommunication, Standardization and Telecommu-
nication Development Sectors, but also engage in furthering technical 
and international cooperation with other related international bodies.

While striving to strengthen the cooperation between the government, 
private industry and academic bodies in Japan and working together with 
our supporting members and related parties and through the sharing of 
information, I would also like to endeavor to raise Japan's presence in the 
world and thereby  further the development of those supporting members.

I very much hope that all of you will continue to appreciate our associa-
tion and its activities and that you will continue to offer your support and 
encouragement..

御 挨 拶
GREETING

一般財団法人 日本ＩＴＵ協会 理事長

小笠原　倫明
President, ITU Association of Japan (ITU-AJ)

M i ch iak i   OGASAWARA
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団体名：一般財団法人 日本ITU協会
Name: The ITU Association of Japan

所在地：〒160-0022
　　　　東京都新宿区新宿1-17-11　BN御苑ビル5階
　　　　TEL 03-5357-7610（代表）　FAX 03-3356-8170
Address: 1-17-11 Shinjuku, Shinjuku-ku, Tokyo  160-0022, Japan

設　立：1971年9月1日
Establishment: 1st September, 1971

代　表：理事長　小笠原　倫明
President:  Mr.   Michiaki  OGASAWARA

・ ITU等の情報通信関係国際機関の各種活動への協力
・ 情報通信関係国際機関の諸活動に関する情報の収集及びその普及･啓発
・ 開発途上国への情報通信関連分野の技術協力及び国際協力等

・ Provision of support for variety of activities organized by  ITU and other international organizations 
involved in ICT 

・ Collection, archiving and dissemination of information and materials relating to ITU and other 
international organizations involved in ICT

・ Provision of technical assistance to and international cooperation with developing countries in 
field of ICT







日本ITU協会の活動

1．支援活動

（1）ITU会合への支援
● 全権委員会議、理事会、世界国際電気通信会議、世

界電気通信標準化総会、世界(地域)無線通信会議、無線

通信総会、世界（地域）電気通信開発会議、各種研究

委員会等に参加する日本代表団への支援を行っています。
● ITU-T/R/Dの諸会合の日本招請及び開催に際し、招

請準備作業、日本事務局の運営などの協力を行っていま

す。

（2）標準化支援活動
● ITU-T/R/Dにかかわる主要な国際会議に専門家を派

遣し、審議に寄与するとともに、情報収集を行っていま

す。
● 総務省の情報通信審議会情報通信技術分科会におい

て、ITU部会に参加して情報通信技術に関する審議に協

力しています。また、これらの部会の各種委員会におけ

るITU-T及びITU-Rに関する標準化活動にも協力してい

ます。

（3）ITUテレコム行事への参加支援業務
電気通信分野最大規模の展示会・フォーラムであるITU

の「テレコム」に対して、日本企業の出展への協力、国

内関係者とITUとの連絡調整を行っています。

2010年 ITU全権委員会議（メキシコ・グアダラハラ）

2007年5月 ITU-R WP8F 京都会合　
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協会発行の情報誌

その他出版物の一部

2．出版・情報活動

（1）ITU関係の図書・資料等の公開及び問い合わせ
への対応
● ITU、APT関係の多くの文献、図書、資料等を備えて

一般の公開・閲覧に供しています。
● 質疑・応答のためのQ＆Aサービスを行っています。

（2）情報誌の発行
● 和文機関誌として月刊誌「ITUジャーナル」を発行し、

ITU、APT等の国際機関の動向ならびに通信分野にお

ける国際協力事業等の紹介、関連情報の周知を行って

います。
● 英文機関誌として季刊誌「New Breeze」を発行し、

我が国の電気通信・放送界の政策・技術動向等、ITU加

盟国をはじめ、諸外国の電気通信・放送関連機関等に

発信しています。

（3）その他の発行物
ITUの基本文書である「国際電気通信連合憲章・条約」

の英和対訳版、ITUと我が国の関係・活動状況を一目で

把握できるようにしたITU年表等、時宜に応じた出版物

の発行で情報を発信しています。

（4）ITU図書の販売
ITU発行の憲章、条約、規則、統計やITU-T、ITU-R、

ITU-Dの勧告、及びITU-Dの調査報告書等のITU出版物

ならびにAPT出版物の購入あっせんを行っています。

（5）ホームページの公開
1996年に日本語及び英語のホームページを開設いたし

ました。2007年からは、会員用ページも開設し、機関

誌や研究会での講演資料が見られるようにしています。

URLは以下のとおりです。

http://www.ituaj.jp
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3．普及・啓発活動

（1）セミナ、各種講演等の開催
国際会議体験セミナの開催
国際会議体験セミナを実施し、標準化活動等、国際社

会で活躍できる人材の育成を行っています。また、個別

テーマのセミナを適宜開催しています。

研究会、講演会の開催
研究会活動としてITU基本問題、ITU-T、ITU-R、デジ

タル・オポチュニティの四つの研究会をほぼ毎月開催し

ています。

各研究会では、それぞれ重要と思われるテーマを取り上

げ、よりよい通信・放送の在り方を考えるとともに、意

見や情報の交換を活発に行っています。

「世界情報社会・電気通信日のつどい」の開催
1865年5月17日にITUの前身である万国電信連合が

創設されたことと、2003年及び2005年に開催され

た世界情報社会サミットを記念して設けられた、「世界

情報社会・電気通信日」（5月17日）を祝して、毎年式

典を開催しています。

ITUクラブ
ITU活動に関心と理解を持つ人の懇談の場として、国内外の

通信・放送界のトップクラスや時の人などをゲストとして招

き、ほぼ毎月開催しています。

（2）表彰：日本ITU協会賞
「世界情報社会・電気通信日のつどい」で、ITU関連活

動等に功績のあったかたがたや通信・放送の分野で、開

発途上国に対する国際協力活動に貢献されたかたがたに

「日本ITU協会賞」を贈呈しています。

国際会議体験セミナ風景　

世界電気通信日のつどい
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4．ＡＰＴ会合への支援
APTの総会、管理委員会及びその他のセミナ、会合に

出席し、APT活動を支援しています。

5．開発途上国への協力活動

（1）アジア・太平洋電気通信共同体（APT）
及び国際協力機構（JICA）等への協力
● APT加盟国からの研修員に対する技術研修等の人材

育成活動を支援しています。また、総務省に協力し日

本での特別研修プログラムやセミナの事務局業務を行っ

ています。

● JICAの集団研修に協力して、開発途上国からの研修

員を受け入れています。

（2）調査・研究活動
国際協力活動に適確に対応するため、機会をとらえ、開

発途上国の電気通信事情の現状及び動向調査を行って

います。

6．受託業務活動
上述の各活動の内、ITU,APT,JICA等の研修、事務局

業務、セミナ、調査業務の一部を関係機関から受託し

ています。

JICA 集団研修

APT研修
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